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グループホームさくら 

指定介護予防認知症対応型共同生活介護・ 

指定認知症対応型共同生活介護 運営規程 

 

第１条 （目的） 

この規程は、アサヒケアサービス株式会社が設置運営する、指定介護予防認知症対応型  

共同生活介護・指定認知症対応型共同生活介護の運営及び利用について必要な事項を定

め、事業の円滑な運営を図ることを目的とする。 

 

第２条 （理 念） 

本事業の理念は、「人は人の為に在る 人の為に尽くしてこそ人」とする。 

 

第３条 （事業の目的） 

本事業は、認知症によって自立した生活が困難になった利用者に対して、家庭的な環境の

もとで、可能な限り自立して営むことができるよう支援することを目的とする。 

 

第４条 （運営の方針） 

１ 本事業所において提供する指定介護予防認知症対応型共同生活介護・指定認知症対

応型共同生活介護は、介護保険法並びに関係する厚生労働省省令、告示の趣旨及び内

容に沿ったものとする。 

２ 認知症の状態を正しく認識し、それに合わせた個別支援する。 

３ 五感の刺激に努め、残存能力を引き出し生き生き暮らす。 

４ 家族や職員間の連絡を密にし、互いの信頼を高め笑いの中で楽しみながら介護・介護  

予防に努める。 

５ 本事業所の定員の枠内で空室がある場合、１名を限度として、３０日以内の期間内で

短期利用共同生活介護及び介護予防短期利用共同生活介護として、介護や日常生活

上の支援及び機能訓練等のサービスを提供する。 

６ 本事業所は、介護保険法その他の法令、「京都市介護保険法に基づく事業及び施設の

人員、設備及び運営の基準等に関する条例（平成２５年１月９日京都市条例第３９

号）」、「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１

８年厚生労働省令第３４号）」等に定める内容を遵守し、事業を実施するものとする。 

 

第５条 （事業所の名称） 

本事業所の名称は「グループホームさくら」とする。 
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第６条 （職員の員数及び職務内容） 

本事業所に勤務する職員の員数及び職務内容は次のとおりとする。 

① 管理者 １名（他事業所と兼務） 

  管理者は、業務の管理を一元的に行う。 

② 計画作成担当者 １名 

計画作成担当者は、適切なサービスが提供されるよう介護計画を作成するとともに、  

連携する介護老人保健施設、病院等との連絡、調整を行う。 

③ 介護職員（他事業所・他職種と兼務） 

介護職員は、利用者に対し必要な介護及び支援を行う。 

常勤（専従） ４名以上  常勤（兼務） １名以上  非常勤  １名以上 

④看護師 １名 

看護師は１週間に１回、利用者のバイタルチェック・状態把握を行い必要に応じ介護者

に指示又医師との連携を行う。 

 

第７条 （利用定員） 

利用定員は、９名とする。 

 

第８条 （介護の内容） 

１ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護・指定認知症対応型共同生活介護の内容は

次のとおりとする。 

①入浴、排泄、食事、着替え等の介助 

②日常生活の世話 

③日常生活の中での機能訓練 

④相談、援助 

 ２ 短期利用共同生活介護・介護予防短期利用共同生活介護の内容は次のとおりとする。 

短期利用共同生活介護及び介護予防短期利用共同生活介護として、短期間に限り（３

０日以内）入居していただき、利用者の介護や日常生活の世話及び日常生活の中での

機能訓練を行う。 

 

第９条 （介護計画の作成） 

１ 指定介護予防認知症対応型共同介護・指定認知症対応型共同生活介護サービスの開

始に際し、２４時間にわたって利用者の心身の状況、希望及びそのおかれている環境

を踏まえて、個別に介護予防認知症対応型共同生活介護・認知症対応型共同生活介護

サービス計画（以下介護計画）を作成する。 

２ 介護計画の作成、変更に際しては、利用者及び家族に対し、当該計画の内容を説明し、   

同意を得る。 
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３ 利用者に対し、介護計画に基づいて各種サービスを提供するとともに、常に、その実

施状況についての評価を行う。 

 

第１０条（短期利用共同生活介護） 

１ 本事業所は、各共同生活住居の定員の範囲内で、空いている居室や短期利用者専用の

居室等を利用し、短期間の指定認知症対応型共同生活介護（以下「短期利用共同生活

介護」という。）を提供する。 

２ 短期利用共同生活介護の定員は一の共同生活住居につき１名とする。 

３ 短期利用共同生活介護の利用は、あらかじめ３０日以内の利用期間を定めるものと

する。 

４ 短期利用共同生活介護の利用に当たっては、利用者を担当する居宅介護支援専門員

が作成する居宅サービス計画の内容に沿い、本事業所の計画作成担当者が認知症対

応型共同生活介護計画を作成することとし、当該認知症対応型共同生活介護計画に

従いサービスを提供する。 

５ 入居者が入院等のために、長期にわたり不在となる場合は、入居者及び家族の同意を

得て、短期利用共同生活介護の居室に利用することがある。なお、この期間の家賃等

の経費については入居者ではなく、短期利用共同生活介護の利用者が負担するもの

とする。 

 

第１１条（利用料等） 

１ 本事業が提供する指定介護予防認知症対応型共同生活介護・指定認知症対応型共同

生活介護の利用料は、介護報酬の告示上の額とし、当該指定介護予防認知症対応型共

同生活介護・指定認知症対応型共同生活介護が法定代理受領サービスであるときは、

利用者の介護保険負担割合証に記載された割合の額とする。ただし、次に掲げる項目

については、別に利用料金の支払いを受ける。 

 

① 家賃相当額   ５５、０００円／月 

② 食材料費    ５０、０００円／月 （おやつ代含む） 

③ 運営費     ３８、０００円／月  

④ 敷 金     無し 

 

⑤利用料に含まれない有料サービス（医療費、おむつの提供、理容・美容、化粧品、衣類、 

クリーニング、嗜好品等、専ら利用者の個人的利用、使用に係わる費用） 

 

２ 本事業が提供する短期利用共同生活介護・介護予防短期利用共同生活介護の利用料

は、介護報酬の告示上の額とし、当該短期利用共同生活介護・介護予防短期利用共同
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生活介護が法定代理受領サービスであるときは、利用者の介護保険負担割合証に記

載された割合の額とする。ただし、次に掲げる項目については、別に利用料金の支払

いを受ける。 

 

① 居住費（家賃相当額・運営費 端数は切り捨て） ３、５００円／日 

②食費 １５００円／日 

③利用料に含まれない有料サービス（医療費、おむつの提供、理容・美容、化粧品、衣類、

クリーニング、嗜好品等、専ら利用者の個人的利用、使用に係わる費用） 

 

３ 月の途中における入居、又は退去にかかる費用について 

①家賃相当額 

・毎月１日に利用者が在籍の場合は全額を徴収する。（但し、短期利用共同生活介護の

利用があった場合は徴収しない） 

・入居について、月の途中に入居の場合は日割り計算とする。 

・退去について、月の１５日以前に退去の場合は半額（￥２７，５００－）を返金する。 

・外泊・入院については、原則として徴収する。（但し、短期利用共同生活介護の利用

があった場合は徴収しない） 

 

②食材料費 

・途中入居・途中退去・外泊・入院等の場合は日割り計算とする。 

＊外泊・入院等で３食とも召し上がれなかった場合は徴収しない。 

 

③運営費 

  ・利用者が使用する共用部分の維持管理費と日常生活費及び個人使用含む水道光熱費。 

  ・途中入居・途中退去・外泊・入院等の場合は日割り計算とする。 

   ＊外泊・入院等で午前零時から翌日午前零時まで空けられた場合は徴収しない。 

 

４ 前３項の費用の支払いを受ける場合には、利用者又はその家族に対して事前に文書で

説明をした上で、支払いに同意する旨の文書に署名（記名押印）を受けることとする。 

 

５ 利用料の支払いは、月ごとに発行する請求書に基づき銀行口座によって指定期日まで

に受けるものとする。 

 

６ 前３項の利用料の支払いを受けた時は、その内容について記載した領収書を交付する

ものとする。 
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第１２条 （入居・退去に当たっての留意事項） 

１ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護・指定認知症対応型共同生活介護の対象者は、  

要支援者又は、要介護者であって認知症の状態にあり、かつ次の各号を満たす者とする。 

①少人数による共同生活を営むことに支障がないこと。 

②自傷他害のおそれがないこと。 

③常時医療機関において治療をする必要がないこと。 

２ 入居後利用者の状態が変化し、前項に該当しなくなった場合は、退去してもらう場合が

ある。 

３ 退去に際しては、利用者及び家族の意向を踏まえた上で、他のサービス提供期間と協議

し、介護の継続性が維持されるよう、退去に必要な援助を行うよう務める。 

４ 退去日をもって退去完了日とします。退去完了日までの家賃・共益費及び修繕にかかる

費用（原状復帰費用）はご入居者の負担とする。 

５ 短期利用共同生活介護の利用者の入退去に際しては、利用者を担当する居宅介護支援

専門員と連携を図ることとする。 

 

第１３条 （個人情報の保護） 

１ 本事業所は、利用者及びその家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」  

及び厚生労働省が作成した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いの

ためのガイダンス」を遵守し、適切に取り扱うものとする。 

２ 本事業所の従業者は、業務上知り得た利用者またはその家族の秘密保持を厳守する。 

３ 従業者であった者が、業務上知り得た利用者または家族の秘密を漏らすことがないよ

う、必要な処置を講ずる。 

 

第１４条 （苦情処理） 

利用者からの苦情に対して、迅速かつ適切に対応するため、受付窓口の設置、担当者の配置、

事実関係の調査の実施、改善処置、利用者及び家族に対する説明、記録の整備等必要な処置

を講ずるものとする。 

 

   苦情受付組織   

苦情対応責任者  代表取締役 藤田 知子       

       苦情受付担当者  管理者  阪部 珠乃  ０７５－３３３－３２６６ 

                管理部（本社）     ０７５－６４１－５４１１ 

       苦情相談窓口   西京区役所 洛西支所  ０７５－３３２－８１１１ 

                国民健康保険団体連合会 介護保険課 介護相談係 

                            ０７５－３５４－９０９０ 
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第１５条 （損害賠償） 

１ 利用者に対する介護サービス提供に当たって、賠償すべき事故が発生した場合は、 

速やかに損害賠償を行う． 

２ 前項の損害賠償のために、損害賠償保険に加入する。 

 

第１６条 （衛生管理及び従業者等の健康管理等）                                 

１ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護・指定認知症対応型共同生活介護を提供す

るのに必要な設備、備品等の清潔を保持し、常に衛生管理に留意する。 

２ 事業所は、従業者に年１回以上（夜勤者は年 2 回）の健康診断を受診させるものとす

る。 

３ 事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる措置を

講じるものとする。 

① 事業所における感染の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレ

ビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６ヶ月に一回

以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図る。 

② 事業者における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。 

③ 事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び

訓練を定期的に実施する。 

④ 必要に応じ、感染症の予防及びまん延の防止のために、医療衛生企画課の助言、指

導を求めるものとする。 

 

第１７条 （身体拘束等の排除のための措置） 

１ 私たちはご利用中の方の尊厳を守るために、原則として身体拘束をおこなわない。 

身体拘束の必要性があると考える場合には、臨時職員会議を開催する。 

 ２ 臨時職員会議では、以下の要件について検証し、決定する。 

①目的が当人及び他のご利用中の方の心身の安全を保護する観点に由来するものであ

ること。 

② 緊急性が高く、まもなく心身を害する恐れがあるか、すでに心身を害し始めている 

  こと。 

③ 身体拘束以外の方法で目的を達成する手段がないこと。 

④ 前３号の内容について検討し、やむを得ず身体拘束が必要であると判断される場合に

は、状況に応じた必要最低限の実施期間を決定する。この期間は上限を長くとも  

一ヶ月とし、可能な限り短く設定できるよう検証する。 

３ 臨時職員会議でやむを得ず身体拘束を行わなければならないことが決定した場合、

その場でご家族様へ一時連絡を取り、事情の説明を行う。追って二次連絡を文書にて

行い、臨時介護の内容を記した文書を交付する。この連絡過程において、ご家族様の
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理解と同意が得られた場合のみ、決定した期間において、決定した内容で身体拘束を

実施する。 

４ 身体拘束を行う場合はその内容を詳細に記録し、実施米の開始時刻、終了時刻、実施

者を記載の上、身体拘束実施記録として通常の介護記録とは独立した書類として、 

ご本人様の利用終了から 5 年間の保存を行う。 

５ 事前に決定した期間中であっても、身体拘束の必要性が一時的または永続的になく

なったと思われる場合については、その場で一時的または永続的に拘束を解除し、 

その旨を身体拘束実施記録に時間、理由、実施者を含めて記録する。 

６ 法人は身体拘束排除のために以下に掲げる措置を講じる。 

① 平素より、身体拘束防止の為の委員会を法人内で設置する。 

委員会は各施設１名の委員と、委員長からなる法人内組織として構成し、3 月に  

1 回以上の委員会を実施し、その内容を各施設委員から全施設職員へ周知する。 

② 身体拘束防止委員会主導による、身体拘束排除を目的とした法人内研修を年 2 回以

上実施し、職員への意識付けを行う。 

③ 身体拘束排除に向けた指針を法人として規定し、公開する。 

 

第１８条 （高齢者虐待防止のための措置） 

１ 法人は高齢者虐待の防止のために以下に掲げる措置を講じる。 

① 平時より、虐待防止の為の委員会を法人内で設置する。 

委員会は各施設１名の委員と、委員長からなる法人内組織として構成し、3 月に  

1回以上の委員会を実施し、その内容を各施設委員から全施設職員へ周知する。 

② 虐待防止委員会主導による、高齢者虐待防止を目的とした法人内研修を年 2回以上

実施し、職員への意識付けを行う。 

③ 高齢者虐待防止に向けた指針を法人として規定し、公開する。 

２ 施設内外で高齢者虐待の発生が疑われる際は、施設委員、管理者、虐待防止委員長、  

社長の内、2名以上で構成する調査員にて調査を行い、その結果を市区町村窓口と被害

者様のご家族様へ文書記録を伴って報告する。 

３ 高齢者虐待加害者が法人内職員であった場合、速やかに法人内で当該事実の共有を 

行った上、法人として加害当時者職員の懲戒処分を決定する。 

４ 一連の記録は被害当事者様と法人の関係性が終了した後 5年間までを保存期間とする。 

 

第１９条 （緊急時における対応） 

１ 利用者の心身の状態に異変その他緊急事態が生じたときは、主治医または協力医療

機関と連絡をとり、適切な処置を講ずる。 

２ サ－ビスの提供により事故が発生した場合は、京都市その他市町村、利用者の家族等

に連絡するとともに、必要な措置を講じるものとする。 
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３ 事業所は、事故の状況や事故に際して採った処置について、記録するとともに、事故

発生の原因を解明し、再発防止のための対策を講じるものとする。 

４ 利用者に対するサ－ビスの提供により賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠

償を速やかに行うものとする。 

 

第２０条 （非常災害時） 

１ 非常災害が発生した場合、従業者は利用者の非難など適切な処置を講ずる。また、管

理者は日常的に具体的な対処方法、非難経路及び協力機関等との連携方法を確認し、

災害時には非難等の指揮をとる。 

２ 非常災害に備え、定期的に地域の協力機関等と連携をはかり年２回以上避難訓練を

行う。 

 

第２１条（業務継続計画の策定等） 

 １ 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定認知症対応型共

同生活介護又は指定介護予防認知症対応型共同生活介護の提供を継続的に実施する

ための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」

という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じる。 

 ２ 事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び

訓練を定期的に実施するものとする。 

 ３ 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更

を行うものとする。 

 

第２２条（運営推進会議） 

 １ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護・指定認知症対応型共同生活介護が、地域に

密着し地域に開かれたサービスにするために、運営推進会議を設置する。 

 ２ 運営推進会議の開催は、おおむね２ヶ月に１回以上とする。 

 ３ 運営推進会議の構成員は、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、民生委員、市

の担当職員若しくは事業所が存在する地域を管轄する地域包括支援センターの職員、

及び認知症対応型共同生活介護について知見を有する者とする。 

 ４ 会議の内容は、事業所のサービス内容の報告及び利用者に対して適切なサービスが

行われているのかの確認、地域との意見交換・交流等とする。 

 ５ 運営推進会議の報告、評価、要望、助言等についての記録を作成するとともに、当該

記録を公表する。 
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第２３条 （その他の運営についての重要事項） 

１ 事業所は、全ての介護従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、介

護保険法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに

類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要

な措置を講じるものとする。また、従業者の資質向上のために研修の機会を次のとお

り設けるものとし、業務の執行体制についても検証、整備する。 

  ①採用時研修     採用後１ケ月以内 

  ②経験に応じた研修  随時 

２ 事業所はこの事業を行うため、ケース記録、利用者負担金収納簿、その他必要な記録

帳簿を整備する。 

３ 事業所は、事業に関する記録を整備し、その完結の日から５年間保存するものとする。 

４ 事業所は、適切な指定認知症対応型共同生活介護〔指定介護予防認知症対応型共同生

活介護〕の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な

関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業

者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じ

るものとする。 

５ この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は、管理者が定めるものとする。 

 

付 則 この規程は、平成１３年８月１日から施行する。 

  ①平成１４年２月２７日、一部改正して実施する。 

     ②平成１７年１１月１５日、一部改正して実施する。 

     ③平成１８年４月１日、一部改正して実施する。 

④平成１９年２月１日、一部改正して実施する。 

⑤平成１９年４月１日、一部改正して実施する。 

⑥平成２０年４月１日、一部改正して実施する。 

⑦平成２１年４月１日、一部改正して実施する。 

⑧平成２２年４月１日、一部改正して実施する。 

⑨平成２２年９月１５日、一部改正して実施する。 

⑩平成２３年２月１日、一部改正して実施する。 

⑪平成２３年４月１日、一部改正して実施する。 

⑫平成２４年４月１日、一部改正して実施する。 

⑬平成２５年４月１日、一部改正して実施する。 

⑭平成２５年９月２１日、一部改正して実施する。 

⑮平成２５年１１月１日、一部改正して実施する。 

⑯平成２６年４月１日、一部改正して実施する。 

⑰平成２６年５月２０日、一部改正して実施する。 
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⑱平成２７年４月１日、一部改正して実施する。  

第６条③ 

⑲平成２９年３月１３日、一部改正して実施する。  

第１１条１ ④ ⑤ ２ ③ 変更 

第１４条 苦情受付担当者 変更  

第２０条 追記 

     ⑳平成３０年５月１日、一部改正して実施する  

第１１条④敷金 変更 

㉑平成３０年８月１日、一部改正して実施する。 

  第１１条（利用料等）１、２ 

        「当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護・指定認知症対応型共同生活介護が法定

代理受領サービスであるときは、利用者の介護保険負担割合証に記載された割合の額

とする。」を追加 

㉒令和２年４月１日、一部改正して実施する。 

第４条６追記 

第１３条１追記  

第２１条３追記 

     ㉓令和２年６月２１日、一部改正して実施する。  

第１４条 苦情対応責任者 変更 

㉔令和２年８月１日、一部改正して実施する。 

第１６条２追記  

第１８条２、３、４追記                                         

     ㉔令和２年９月１８日、一部改正して実施する。 

      第１４条 苦情受付担当者 管理部（本社）０７５－６４１－５４１１変更 

     ㉕令和３年４月１９日、一部改訂して実施する。 

第１７条、追記 

          ㉖令和３年１０月１日、一部改正して実施する。 

      第１１条、１、① ② ③ 利用料の内訳を改定 

           ３、① 退去時の返金額 

     ㉗令和５年５月 21 日、一部改正して実施する。 

      第６条、① ③ 

      第１４条 苦情受付担当者 管理者変更 

     ㉘令和６年１月１５日、一部改正して実施する。 

      第２条改正、第１１条２①改正、第１６条改正、第１７条改正、第１８条改正 

     ㉙令和６年２月５日、一部改正して実施する。 

      第１６条２・３追記、第２１条追加、第２３条１・４追記 


